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＜参考＞

横浜川崎曳船 株式会社の概要

(1) 設立年月日 昭和３２年６月６日

(2)　 所　在　地 横浜市中区山下町２３番地　日土地山下町ビル８階

(3) 代　表　者 取締役社長　小野 耕一

(4) 事 業 内 容 曳船業、船舶貸渡業、船舶代理店業

(5) 資　本　金 1,000万円

株式会社 東洋信号通信社の概要

(1) 設立年月日 昭和７年７月１日
(2)　 所　在　地 横浜市鶴見区大黒ふ頭２２番　横浜港流通センター８階
(3) 代　表　者 代表取締役社長　山下 仁

船舶動静に関する情報提供業務（全国25港のポートラジオ運営）、
港湾の管理・運営に関する企画・立案及びその業務受託 他　

(5) 資　本　金 5,000万円

横浜川崎曳船株式会社の出資比率の変更について

(4) 事 業 内 容

　横浜川崎曳船㈱は、横浜・川崎港全体の安全性と、更なるサービスの向上を図るため、

船舶への通信業務を担っている㈱東洋信号通信社との連携を強化することとしました。

本市の株式を一部譲渡することとします。

　その結果、本市の出資比率は18.3％から15.8％となります。

川崎市　16.7％

（2,000株）

　このため、現株主は保有する株の一部を譲渡します。
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変　更　前 変　更　後

　これに併せ、市としても関連団体への関与を低くし、引き続き自立的な経営を促すため、

その他

東洋信号　15.0％
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（1,900株）
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